
国際連携・協力の推進等 

職員を開発途上国へ派遣 

国際連携・協力の推進等 

【研修事例】 
職業訓練向上研修 
研修受講者：開発途上国の職業訓練センター
訓練課長 
日本の訓練運営管理手法・カリキュラム開発
手法などを学び、アクションプラン（改善計
画）を作成・発表。 
帰国後、所属訓練施設の業務改善に取り組む 

海外からの研修員の受入れ 

視察型研修 
開発途上国等延べ64ヶ国から 

 合計１６８人、延べ１８施設に受入 

国費留学生の受入 

在校者数     61人 
    長期課程    57人 
    研究課程      4人     

平成２３年度入学 14人 
    長期課程    12人 
    研究課程      ２人 

 （インドネシア、マレーシア、 
  タイ他） 
◆帰国後は、現地の職業訓練指導
員や政府・関係機関等の職業能力
開発部局の管理職として活躍。 
 

技術研修 
開発途上国等２ヶ国から 
８人延べ２施設に受入 

【研修事例】 
ベトナム国別研修「機械敀障診断」 
研修受講者：ハノイ工業大学講師 
機械敀障診断のための保全技術を学び、帰
国後は3コースの技術セミナーを実施し、研
修で習得した知識・技術および研修中に作
成した教材を活用した。 
 

・国等からの要請を受けて、開発途上国等からの研修生受入れや指導員の海外派遣等を実施。 

電気分野の訓練コースの改善に
取り組むプロジェクトの進捗状
況と問題点を調査した。 

2012年開設予定の新規訓練
コース立ち上げを支援するプロ
ジェクトの開始にあたり、セネ
ガル国の現状と課題を調査し
た。 

貧困層や難民等の社会的弱者の
就職支援のための職業訓練コー
ス開発プロジェクトの終了にあ
たり、開発されたモデルコース
の実施状況を評価した。 

同大で試行するマシニングセン
タ技能検定試験に必要な検定課
題・実施要領・評価基準・評価
要領の作成を指導した。 

ブータン   ２人 
（職業訓練校の質的強化プロジェクト） 

 

セネガル   １人 
（職業訓練センター機能強化プロジェク
ト） 

エクアドル   １人 
（社会的弱者のための職業訓練強化プロ
ジェクト） 

研修講師の派遣 

講師派遣 
 国、JICAが２０ヶ国２６人の研
修員を日本に招聘して実施した研
修２件に対し、２人の講師を派遣 

【研修事例】 
ILO技術協力プログラム 
研修参加者：ASEAN3ヶ国及び
ILO事務局 
公共職業訓練の概要と、訓練実施
における公共職業安定所との連携
業務と事例について講義。 

世界から日本へ累計 

約７＋／／／人の研修員 

を受入 

ベトナム   １人 
（ハノイ工業大学技能者育成支援プロジェ
クト） 



評価シート０６ 

自己評価 Ａ 

運営委員会の設置、地方運営協議会の設置等、関係機関との連携 

職業能力開発促進センター、職業能力開発大学校・短期大学校、 

  職業能力開発総合大学校 

 効果的な職業訓練の実施、 
                      公共職業能力開発施設等 



評価の視点 

・労使や地域における関係者の職業訓練に対するニーズを踏まえた、効果的・効率的な職業訓練の実施が可 

 能となるよう、関係機関等と十分に連携を図ったか。 

・企業等のニーズに応えた訓練コースの設定を行うとともに、就職率等の訓練成果の客観的な評価・分析を 

 実施したか。 

・訓練コースの見直しを行い、その結果をホームページに公表したか。 

・職業能力開発促進センター及び職業能力開発大学校・短期大学校の都道府県への移管について、希望する 

 都道府県への移管を進めたか。 

・職業能力開発促進センター及び職業能力開発大学校・短期大学校については、都道府県とも連携して、地 

 域において必要な訓練の質と量を確保するための取組を行ったか。 

・職業能力開発総合大学校について、平成２４年度末までに相模原校を廃止し、附属校である東京校（小平 

 市）へ集約するとともに、平成２６年度から導入するハイレベル訓練（仮称）、平成２４年度から拡充す 

 るスキルアップ訓練の実施に向け、カリキュラムの検討など必要な準備を進めたか。 

・各施設の在り方等の見直しに当たっては、達成目標を定めた上で、その業務量に応じた適切な人員やコス 

 トとなっているかを検討し、必要な措置を講じたか。 



効果的な職業訓練の実施、公共職業能力開発施設等① 

・運営委員会＇機構本部（及び地方運営協議会の設置、関係機関との連携の実施。 

多賀城市 
【ポリテク宮城】 

仙台市 
【仮設実習場】 

  名取市 
【仮設実習場】 

約15Km 

約25Km 

≪岩手 

宮城≫ 

釜石市 

大船渡市 

遠野市 
【臨時実習場】 

約35km 

約45km 

被害の大きい釜石市、大船渡市などの 
沿岸地域復興を支援するため、遠野市の
協力を得て、同市所有の建物を臨時実習
場として借り受け訓練を実施。 

多賀城市の施設が冠水により訓練が実施できない状態のため、
宮城労働局及び宮城県と協議の上、仙台市内の貸しビル及び 
名取市内の空き工場を借り受け早期に訓練を実施。 

平成２４年度は１，００２人の被災離職者等に対して訓練を実施予定。 

 

＜実施状況＞ 

◈東日本大震災の被災地等の６県(青森、岩手、宮城、山形、福島、茨城) 

   において、地域と連携し震災復興訓練を平成２３年６月から順次、設定・ 

   実施。 

（参考） 

 ・平成２３年度開始訓練科 

   訓練科数２０科、入所者数５３４人 

 ・訓練科例 

   住宅建築施工科、電気設備施工科 

◈青森・岩手・宮城・茨城においては、空き工場等を借り受け、仮設実習場 

 として活用。 

◈全国から職業訓練指導員を応援派遣。 

地域と連携して被災離職者等の再就職を目的とした震災復興訓練 
を実施。 

【ポリテクセンター岩手＇遠野実習場（での震災復興訓練】 

運営委員会、地方運営協議会の設置 

効果的・効率的な職業訓練の実施が可能となるよう、労使や地域におけるニーズを把揜。 

委員構成 

運営委員会（機構本部） 

・大学教授や民間教育訓練機関の代表者 
 などの公益代表委員 
・労働団体の代表者などの労働者代表委員 
・経済団体の代表者などの使用者代表委員 

職業能力開発業務の運営に関する以下の事項 
・中期計画 
・年度計画 
・業務方法書 

委員構成 

地方運営協議会（各都道府県） 

・大学教授、各都道府県の民間教育訓練機 
 関の代表者などの公益代表委員 
・各都道府県の労働団体の代表者などの 
 労働者代表委員 
・各都道府県の経済団体の代表者などの 
 使用者代表委員 
・都道府県、都道府県労働局の代表者など 
 の関係行政機関代表委員 

・職業能力開発業務のニーズの把揜に関すること。 
・訓練計画の策定及び実施に関すること。 
・関係機関との連携に関すること。 
・ものづくり分野に係る能力開発の推進に関すること。 
・求職者支援訓練の認定事務等に関すること。  等 

審議 

・平成２３年１０月に設置。 
・平成２４年２月に開催し、 
 平成２４年度計画を審議。 協議 

・平成２３年１１月に設置指示。 
・平成２４年２月から３月までの 
 間に全ての都道府県で開催。 

厚生労働大臣が任命 

職業訓練支援セン
ター所長が任命 

関係機関との連携の例 

震災復興訓練の実施 

※平成23年度は中期計画及び
業務方法書の改正事項がなかっ
たため、審議対象としなかっ
た。 



Plan 

 

実施内容 

 
技術革新等に対応した 
職業訓練を実施するため、 

ＰＤＣＡサイクルにより、 
訓練コース（離職者訓練、 
在職者訓練）の見直しを実施 
 
 

                          
（離職者訓練） 
◈大阪センターの例 
 エコ、ＣＯ２削減、省エネルギー等環境に配慮
した分野の産業が成長し、これらに対応した電力
制御技術の需要が高まっている。 
 このため、これらのニーズに対応し、省エネル
ギーに結びつく訓練内容とするため、パワーエレ
クトロニクスをテーマとした内容を盛り込み、
「制御技術科」のカリキュラム内容を変更。 

・受講者の訓練習得度の把揜 
・訓練受講者の就職先（あるいは、受講者を派遣した事業主） 
 に対する訓練効果と問題点の把揜 
・「業務プロセスの点検表」を作成し、活用 

・カリキュラムのポイントを押さえた指導 
・受講者の習得状況に応じた訓練を実施（補習等） 
・キャリア・コンサルティングの実施 

・ｱﾝｹｰﾄ調査、ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査によるニーズ把揜 
・生涯職業能力開発体系（仕事の体系と訓練の体系）を用いたニーズの分析 
・カリキュラムモデルをベースとしてニーズに応じたコース設定 

・問題点（足りない技術・技能部分等）を 
踏まえて、追加・変更すべきニーズの把揜と 
カリキュラムコースの修正 

    
 
①離職者訓練受講者の習得度測定  
 

【訓練課題例】 
TIG溶接による２１面体容器の作成 

 
 
 
 
   仮溶接       本溶接      水圧試験 
 

②離職者訓練の改善・見直しのための
フォローアップ調査＇修了者の就職先事業
所へ訪問によるヒアリング等の実施（ 
 

③在職者訓練の品質保証に向けた取組
＇訓練カルテ方式の活用（  
 

④訓練＇離職者訓練・在職者訓練・学卒
者訓練（実施に係る業務プロセスの点検 

 

Ｃheckの主な取組 

「機構版教育訓練ガイドライン」に基づくPDCAサイクル 

・就職率 
・個別コースの質の向上 

【離職者訓練】 

施設内訓練就職率 ８４．６％ 

【在職者訓練】 

受講者の満足度 ９８．７％ 

事業主の満足度 ９７．６％ 

（参考） 

実績 

（在職者訓練） 
◈高度ポリテクセンターの例 
 圧縮エアーを生成する空気圧縮機の消費電力
は、一般工場の総使用電力の約20％を占めてい
ることから、空気圧縮機の省エネ対策に対応でき
る人材育成ニーズが高まっている。  
 このため、空気圧縮機の効果的な省エネ対策を
習得するための訓練コース「圧縮エアーの省エネ
対策」を新設。 

 
 
○事業所に対するヒアリング   
   調査 
 
 
 
 
 
 
○求人・求職状況の調査 
○事業所数、従業者数等地域  
   の基礎データの調査 
○都道府県及び職業安定機 
   関に対するヒアリング調査 

 

ニーズ把握の主な取組 

全国の職業能力開発施
設の指導員等が事業所
等を訪問し、企業が求め
る人材や職業能力に関す
るヒアリング調査を実施 

教育訓練ガイドラインとは、ＰＤＣＡサイクルによる訓練の質保証の取組及び仕組を体系化・明文化し、指針として策定したもの 

・国際標準化機構（ＩＳＯ）における「人材育成と非公式教育サービス」分野の 
国際規格（ＩＳＯ29990）の策定に当たって我が国唯一の教育訓練に関する質の
保証システムとして貢献。 

効果的な職業訓練の実施、公共職業能力開発施設等② 

訓練コースの見直し事例 

・企業等のニーズに応えた訓練コースの設定、ＰＤＣＡサイクルによる訓練コースの見直しの実施。 

◆訓練ニーズの 

把揜、カリキュラ
ム・コース設定 

Do 

 

◆効果的な訓練 

の実施 

Check 

 

◆効果の評価と 

問題点の把揜 

Act 

 

◆カリキュラム、
コースの修正 



＜訓練計画案の作成＞   
 ① 新規訓練科の設定 
 ② 訓練内容の変更 
 ③ 民間教育訓練機関等 
   との競合状況の確認 

職業能力開発施設 

地域・企業の 
人材ニーズ 

 外部の有識者からなる 
 訓練計画専門部会での 
 審査 

訓練科・コースの 
見直し状況を 

ホームページに公表 

効果的な職業訓練の実施、公共職業能力開発施設等③ 

・企業等のニーズに応えた訓練コースの設定、ＰＤＣＡサイクルによる訓練コースの見直しの実施。 
・都道府県との連携により、地域において必要な訓練の質と量を確保。 

構成 

・教育訓練に精通し、専門的・ 
 実務的な立場から審査できる 
 都道府県、都道府県労働局等の 
 関係行政機関代表委員や民間 
 教育訓練機関、大学教授等の 
 公益代表委員 
 
・訓練内容に関する専門的・ 
 実務的な立場から審査できる 
 経済団体代表等の使用者代表 
 委員 

離職者・在職者訓練の次年度計画（案） 
について、各施設から半径４０ｋｍ圏内に 
おいて、都道府県及び民間教育訓練機関等の 
・訓練科（コース）と競合がないか 
・訓練ニーズを踏まえた訓練設定となって 
   いるか 等 
訓練科（コース）等の適否の審査（各訓練科 
（コース）ごとに一つ一つ確認）を実施。 
（民間教育訓練機関等から意見を聴取した） 

訓練コースの設定 

審議 

 
 
 

（参考） 
平成２４年度計画数（当初） 
【離職者訓練】 
 ５０３科 
【在職者訓練】 
 ４，７６５コース 

訓練コースの設定 

訓練科の設定分野、内容、実施時期、地域等について 
都道府県と十分な調整を行った上で訓練計画案を作成。 

・地域において必要であり、競合がないと認めら   
   れた訓練コースに限定。 
・各都道府県が策定する地方職業能力開発実施計   
   画の取りまとめに関しても、必要な協力を実施。 

訓練計画専門部会 

総訓練科・
ｺｰｽ数 
(24年度) 

うち前年度の
実施内容を変
更した訓練科・
ｺｰｽ数 

 
うち新設した
訓練科・ｺｰｽ数 

離職者 

訓練 
４／２ ００２ ３５ 

在職者 

訓練 
３＋６５４ ８２ ０＋２３３ 

訓練科・コースの見直し状況（平成2３年度実績） 

年間約２割の訓
練科・コースに
ついてニーズに
沿うものに見直
しを実施。 



・職業能力開発促進センター及び職業能力開発大学校・短期大学校の都道府県への移管。 
・職業能力開発総合大学校の東京校への集約、ハイレベル訓練＇仮称（・スキルアップ訓練の実施に向けた準備。 

職業能力開発総合大学校 

東京校への集約化の準備 

◈「職業大改革プロジェクト推進会議」において、重要事項の進捗管理を実施。 
◈同会議の下に専門的な検討等を行う専門プロジェクトを設置し、相模原校から移設する 
 訓練用機器等の選定や東京校の施設・設備の改修内容・所要経費等とりまとめ。 
◈平成２３年１１月に職業大に移転準備室を設置し、順次、移転準備を開始。 

ハイレベル訓練＇仮称（の準備 

◈訓練対象者、訓練期間、訓練内容等厚生労働省に 
 おける検討課題に係る資料作成など必要な準備を 
 進めた。 

《ハイレベル訓練（仮称）の概要》 
◈最先端の技能・技術や訓練技法等、職業訓練 
 指導員に必要な能力を付不するための訓練。 
◈平成２６年度から実施 
・訓練期間 １か月～２年間、訓練対象者 ２００人 

スキルアップ訓練の準備 

◈段階的に対象人員を拡充していくための実施計画 
   や具体的実施方法について検討。 

《スキルアップ訓練の概要》 
◈全国の職業訓練指導員等を対象に、専門分野等の丌断 
 のスキルアップを図るための訓練。 
◈平成２４年度から段階的に実施 
・訓練期間 １週間程度、訓練対象者数 年５，０００人 
 （平成27年度） 

 【拡充に向けた具体的な取組内容】 
・平成２４年度計画の広報、募集の実施。 
・出前訓練（ブロック単位）の試行実施計画を検討。 
・各都道府県等の研修ニーズを把揜するためのアンケート調査を実施。 
 

【移転に向けた具体的な取組内容】 
・具体的な移転計画の策定に向け、移設する図書、備品等の精査や訓練計画の調整。 
・東京校の実習場等改修に向け、専門コンサルタントを活用し仕様書等の作成準備。 
・丌足が見込まれる学生寮について、交通アクセス、借上げ費用等の面から、 
 民間丌動産物件等の調査に着手。 

総合課程の準備 

◈生産技術・生産管理部門のリーダーとなり得る人材を 
   育成するとともに、将来的に質の高い職業訓練指導員 
   となり得る人材を育成するため、総合課程を設置。 
  （平成２４年度から実施） 
◈カリキュラムや教員体制の整備、学生募集等に 
   取り組んだほか、大学評価・学位授不機構から課程認 
 定（学士(生産技術)）を取得。 

効果的な職業訓練の実施、公共職業能力開発施設等④ 

《集約化の概要》 
◈資産の効率的な管理の観点から、平成２４年度末までにすべての機能を小平市の東京校へ集約し、敷地が広大で建物が老朽化した相模原校の全敷地を平成２５年度   
   以降に売却。 

民間教育訓練機関の職業訓練の質を維持・向上させるための取組 

職業能力開発促進センター及び職業能力開発大学校・短期大学校の都道府県への移管 

◈譲渡対象施設の経費や職員数、譲渡対象資産の評価額及び訓練別訓練科別定員の資料を取りまとめ、 
 厚生労働省に提出。 

厚生労働省は、当該資料を用いて各道府県知事に提示
する譲渡対象施設の評価額等の基礎数値を作成。 

平成２５年度までの間、職業能力開発促進センター等の 
移管を希望する都道府県に対して移管を進める。 移管を希望する都道府県が職業能力開発促進センター等の 

機能が維持できるか、厚生労働大臣が判断。 

◈「指導員再訓練」の実施 ◈カリキュラムモデル等の公開 
◈職業訓練の質保証に係る研修カリキュラムの開発、研修の試行実施 

厚生労働省が作成した「民間教育訓練機関における職業訓練サービスガイドライン」
の作成に当たり、検討会に参加するなど、作成を支援。 

セグメント情報の整備・活用 

◈施設ごとに訓練の種類等をセグメントの単位として、決算報告書の支出額のほか各施設の業務実績等を用いて、訓練等に要した経費や訓練生一人当たりの経費を 
 算出し、職業能力開発促進センター等の各道府県への譲渡に係る基礎数値として活用した。 



評価シート０７ 
自己評価 Ａ 

職業訓練の認定業務 

必要な指導及び助言の実   

 施 

求職者支援制度に係る 
       職業訓練認定業務等 

・職業訓練の認定業務に当たっては、技能の向上が図られ、就職に資するものとなっ 

  ているかを踏まえた審査を行ったか。 

・認定職業訓練の円滑かつ効果的な実施に資するよう、訓練コース設定の指導や職業 

  能力開発及び就職支援のノウハウの提供など、必要な指導及び助言を行ったか。 

評価の視点 



求職者支援制度に係る職業訓練認定業務等① 

職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律＇平成23年法律第47号（に基づき、訓練実施機関の開拓、

訓練実施機関の訓練計画策定にあたっての相談援助、訓練の認定申請の審査、訓練実施に関する指導・助言等を実施。 

＇平成24年２月末現在（  

認定コース定員の分野 

※ 雇用・能力開発機構で８月末まで実施していた相当認定業務を含む。  

＇平成24年２月末現在（  

＜平成23年度開講コースの審査状況＞ 

○審査コース数    ９，７５１コース 

○審査コース定員 ２０９,９５１人 

＜平成23年度開講コースの認定状況＞  

○認定コース数 ５,７４５コース 

○認定定員 １２２,１９５人 

（参考） 
・不認定コース数 ４,００６コース 

・不認定定員  ８７,７５６人 

 

 
・基礎コースの割合は地域職業  
   訓練実施計画の20％以内。 
・求職者支援訓練に新規参入と 
   なる職業訓練枠＇新規参入枠（ 
   は5％以上10％以内。 

＜主な不認定理由＞ 
○認定上限値＇※（を超える申請 
○認定基準に適合しない  
 ・認定を受けようとする職業訓練と同等の内容の職業  
   訓練を適切に行ったことがあること。 
 ・職業能力の開発・向上に資する教科となっていること。 等 

   
＜審査のポイント＞ 
・認定申請書類に不備はないか。 
・認定基準に適合しているか。 
・特定求職者を早期に安定した雇用に結びつけるよう、職業能力の開発   
  及び向上を図るために効果的な訓練内容となっているか。 等                                  
 

＜求職者支援制度の概要＞ 
雇用保険を受給できない失業者の方に対し、 
①無料の職業訓練（求職者支援訓練）を実施し、 
②本人収入、世帯収入及び資産要件等、一定の支給要件を満たす場合は、職業訓練  
  の受講を容易にするための給付金を支給するとともに、 
③ハローワークにおいて強力な支援を実施することにより、安定した「就職」を提 
  供するための制度である。 

＜求職者支援制度における機構の主な役割＞ 
○ 制度の周知広報・説明会の開催（説明会270回開催、9,977人参加) 

○ 実施機関への訓練の策定に関する相談援助（62,582件) 

○ 職業訓練認定申請書の審査・認定 
○ 実施機関への訓練実施の助言・指導 等 

31,216 人, 26% 

18,527人 , 15% 

10,257 人, 8% 15,244人 , 13% 

46,951人 , 38% 

介護系 

医療事務系 

情報系 

その他の分野 

・営業販売事務分野 

 24,355人 20％ 

・デザイン分野 

   7,840人 6％ 等 

基礎コース 

実
践
コ
ー
ス 122,195人 

＜平成24年度開講コースの審査状況＞ (平成24年３月末現在） 

○審査コース数    ４，３７５コース 

○審査コース定員  ９４，４４３人 

※ 認定上限値は、雇用情勢を踏まえた
上限値であって、当該数値の何割以上確
保しなければならないというものではな
い。 
 
※ 地域職業訓練実施計画に定める訓練
コース、訓練分野、実施地域、開講時期の
それぞれの区分ごとに上限値の範囲内で
審査・認定。 

不認定の内訳 

＜新規参入枠に係る制度改正＞ 
 
新規参入枠での認定上限値を超える申請
が多く、求職者支援訓練への新規参入が難
しい状況となっていることを考慮し、平成24
年度開講コースから実践コースの新規参入
枠が5％以上20％以内に拡大された。 

              不認定 87,756          ＜単位９人＞ 

認定上限値を超える申請 ＇全体の9割（ 

基準に
適合し
ない等 

 (約
8,000

) 
基礎 

(約30,000) 

実践・新規参入枠 

(約30,000) 

開講時期等 

(約20,000) 

【参考】求職者支援訓練の訓練認定規模 
中央訓練協議会において定められたH23年度下期の認定上限値は以下のとおり。 
 

 ◎ 187,500人 
 ・ 基礎コース   37,500人 
 ・ 実践コース 150,000人 
    介護系         31,500人 
    医療事務系      12,000人 
    情報系       24,000人 
    その他の分野  82,500人 
    



＜巡回指導の実施状況＞ 
○巡回指導件数    ８，８１６件     ○対象訓練コース数  ３，４２２コース 
 

 
 
 
 
 

＇平成１３年２月末現在（  

求職者支援制度に係る職業訓練認定業務等② 

巡回指導の具体的な内容 

・出欠管理の状況 
・施設設備 
・訓練運営体制 
・選考結果・合否判定 
・オリエンテーション 
・教科書の配布 
・就職支援 等 

・初回に指摘した事   
  項の改善状況 
・出欠管理の状況 
・中途退校者の取扱 
・就職支援の状況 
・各種変更手続き 等 

  

訓練ノウハウの提供 

巡回時の確認事項 

初回 2回目以降 

○HPによる情報提供 
○事前説明会 
 
 
 ・面接における質問項目  
 ・訓練日誌の記載方法 
 ・退校処分の判断方法 
             など 
  

                          

①認定内容に基づき、適切に訓練が実施されているか。 
②就職支援の実施体制が整備され、適切な就職支援が実施されているか。 
③受講者の選考は適切に行われているか。 
④実施施設が抱える課題はないか 等 
 

巡回指導のポイント（対象訓練コースに対して月1回実施） 

                         

①訓練日誌や欠席届等の書類不備 
訓練日誌の記載＇訓練内容欄や講師所見欄（が不十分であったり、
欠席届等の書類不備＇押印もれなど（がある。 
 
→訓練日誌については、その日の訓練状況が把握できるよう十分
な記載をするよう指示するとともに、欠席届等は、その都度責任者
等が確認するよう依頼。 
 
②講師やカリキュラムの変更の手続不備 
講師の予期せぬ疾病や退職により、講師やカリキュラムの変更が
生じた場合、必要な変更手続きを行うことでその変更を認めること
としているが、その手続きがされていない。 
 
→変更の理由や代替の講師が訓練に必要な能力を有しているか、
また、カリキュラムが変更された場合、認定された内容を維持して
いるかを確認し、必要な手続を速やかに行うように指示するととも
に変更の事由が生じた時点で、センターあて連絡するよう依頼。 

 
 

主な指摘事項及びその対応について 

                         
必要な変更手続がされていない件数 

19  

27  

41  

64  

0  10  20  30  40  50  60  70  

就職支援担当者 

カリキュラム 

担当者 

講師 

※重複あり 

７割強 

１割強 

埼玉職業訓練支援センターの例 

  巡回時に受講者に対するアンケートを実施 
 （講師の指導方法に問題あり・訓練内容が計画と齟齬ありとの回   
  答         ）  ※埼玉職業訓練支援センターの例 ５％弱 

受講者に直接アン
ケートをとることによ
り、その訓練コース
の改善点や問題点
を早期に把握できる
ように工夫している 



予算、人事等 



評価シート０８ 

自己評価 Ａ  

予算、収支計画及び資金計画 
予算等 



評価の視点 

・運営費交付金を充当して行う事業については、中期目標に基づく予算を作成し、当該予算の範囲内で予算を執行しているか。 

・運営費交付金については収益化基準にしたがって適正に執行しているか。 

・予算、収支計画及び資金計画について、各費目に関して計画と実績の差異がある場合には、その発生理由が明らかになっており、合  
  理的なものとなっているか。 

・運営費交付金が全額収益化されず債務として残された場合には、その発生理由が明らかになっており、それが合理的なものとなってい 
  るか。 

・障害者雇用納付金に係る積立金について、適正な運用・管理を行っているか。 

・雇用促進住宅について、平成２２年度までに譲渡・廃止を完了するため、譲渡等を着実に推進したか。 

・厳しい雇用失業情勢や東日本大震災の被害状況にかんがみ必要と認められる間、解雇等に伴い住居を喪失した求職者の支援策及び 
  震災による被災者等に対する支援策として、平成１／年度までに廃止決定した住居を含め、最大限活用を図ったか。 

・譲渡・廃止が完了するまでの間は、独立採算による合理的な経営に努めたか。 

・雇用促進住宅の運営に係る利益剰余金について、速やかに国庫納付したか。 

・不要財産等の処分に関する計画の実施状況はどのようなものであったか。 

・せき髄損傷者職業センターの廃止に伴い生ずる遊休資産について、処分に向けた取組を進めているか。 

・職業能力開発促進センター等の敷地、職員宿舎等旧雇用・能力開発機構が保有していた資産のうち承継した資産については、引き続 
  き、その必要性を厳しく検証し、不要資産については処分を行っているか。 

・当期総利益＇又は当期総損失（の発生要因が明らかにされているか。また、当期総利益＇又は当期総損失（の発生要因の分析は行われ 
  ているか。当該要因は法人の業務運営に問題等があることによるものか。業務運営に問題等があることが判明した場合には当該問題 
  等を踏まえた改善策が検討されているか。 

・利益剰余金が計上されている場合、国民生活及び社会経済の安定等の公共上の見地から実施されることが必要な業務を遂行すると  
  いう法人の性格に照らし過大な利益となっていないか。 

・貸付金、未収金等の債権について、回収計画が策定されているか。回収計画が策定されていない場合、その理由の妥当性についての  
  検証が行われているか。 

・回収計画の実施状況について、ⅰ（貸倒懸念債権・破産更生債権等の金額やその貸付金等残高に占める割合が増加している場合、 
  ⅱ（計画と実績に差がある場合の要因分析を行っているか。 

・回収状況等を踏まえ回収計画の見直しの必要性等の検討が行われているか。 



  一般管理費及び業務経費の節減等 

事業規模や実施方法の見直し 

予算の節減 29.6％ 
目標９前年度比△1.9％程度 

23年度決算は、 
23年度予算に比べ 

13.2％節減 

予算の節減に加え 

予算執行も毎年度節約 

23年度決算 
23年度予算に比べ 

18.5％節減 

予算の節減に加え 

予算執行も毎年度節約 

予算の節減 5.2％ 
目標９前年度比△２％程度 

予算額 

972 
決算額 

 784 

予算額 

 921 
決算額 

 750 

予算額 

1,515 
決算額 

1,161 

0  

500  

1,000  

1,500  

2,000  

2,500  

△5.2％ 

△21.5% 

△０8.5％ 

高障機構分＇予算額（ 

高障機構分＇決算額（ 

能開機構分＇予算額・決算額（ 

平成22年度 平成23年度 

業務移管分含めた場合 ＇単価９百万円（ 

予算額合計 

１＋３２５ 

決算額合計 

０＋８００ 

一般管理費＇効率化対象経費（ 

予算額 

10,653 
決算額 

 8,522 
予算額 

 7,498 
決算額 

6,510 

予算 

31,700 決算 

27,751 

0  

5,000  

10,000  

15,000  

20,000  

25,000  

30,000  

35,000  

40,000  

45,000  

△29.6％ 

△12.6% 

△13.2％ 

高障機構分＇予算額（ 

高障機構分＇決算額（ 

能開機構分＇予算額・決算額（ 

平成22年度 平成23年度 

業務移管分含めた場合 
＇単価９百万円（ 

予算額合計 

２８＋０８７ 

決算額合計 

２３＋１５０ 

業務経費＇効率化対象経費（ 



運営費交付金の推移           随意契約等の見直し状況  

○運営費交付金予算 ＇前年度比610百万円減（ 

  地方業務の委託方式廃止等により予算の節減 

  ◇直接の指揮命令による業務の効率化、経理事務の集約化に 

     よる業務実施体制の合理化 178百万円 

  ◇一括調達や業務実施体制の合理化に伴う管理経費の徹底した 

     効率化 375百万円 
            

○運営費交付金債務  

  職員諸手当の見直しによる人件費の削減、地域障害者職業セン 

  ター賃借料等の引下げ、その他の無駄削減・業務効率化のための 

  積極的取組、省資源、省エネ意識の徹底、一般競争入札及び複数 

  年度契約の積極的な実施等に努めた結果、国庫負担軽減に寄与  

1,000 

1,200 

1,400 

1,600 

1,800 

2,000 

2,200 

2,400 

10,000 

11,000 

12,000 

13,000 

14,000 

15,000 

16,000 

17,000 

18,000 

19,000 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

18,336 
17,786 17,458 

1,225 

17,756 
14,679 

14,069 

1,188 

運営費交付金債務 

1,419 

2,115 

2,212 

1,841 

運営費交付金予算 

【参考】業務移管分を含めた場合 
 平成23年度運営費交付金予算  ３８＋５６２百万円 
 平成23年度運営費交付金債務   ４＋２５６百万円 

(単位：件、億円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

(27.8%) (19.6%) (14.8%) (16.9%) (30.3%) (48.2%) (9.2%) (7.3%)

81 9.4 164 17.8 89 11.9 75 5.9

(72.2%) (80.4%) (85.2%) (83.2%) (69.7%) (51.8%) (90.8%) (92.7%)

210 38.5 941 87.7 205 12.7 736 74.9

(61.4%) (74.8%) (28.8%) (19.0%) (63.4%) (36.3%) (19.2%) (16.1%)

129 28.8 271 16.7 130 4.6 141 12.1

(100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%) (100%)

291 47.9 1,105 105.4 294 24.6 811 80.8

うち、一者応札・一者応募

競争性のない随意契約

競争性のある契約

合　　計

契約締結状況

平成23年度平成22年度
旧高障機構業務 旧能開機構業務

＇単位９百万円（ 
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雇用促進住宅① 

 ・「規制改革推進のための２か年計画＇平成０８年５月１１日閣議決定（」に基づき、遅くとも平成２２年度までに全て 
  の譲渡・廃止を完了。 
 ・厳しい雇用失業情勢や東日本大震災の被害状況にかんがみ必要と認められる間、解雇等に伴い住居を喪失した 
   求職者及び震災による被災者に対する支援策として、廃止決定した雇用促進住宅を含め、最大限活用。 

 

○ 平成１２年度は２４住宅の譲渡等を実施。 
   ＇地方公共団体に対する譲渡 １１住宅、 
    空戸化０２住宅（ 
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現  状 

０－住宅数等＇平成１３年２月末現在（ 
 ○ 住宅数    ０＋２０／住宅＇うち廃止決定610住宅（ 

 ○ 棟 数   ２＋２５／棟＇うち廃止決定1,399棟（ 

 ○ 戸 数  ０１３＋１３６戸＇うち廃止決定54,095戸（ 

 
１－入居状況＇平成１３年２月末現在（ 
 ○ 入居戸数 ５４＋１３８戸＇うち廃止決定13,141戸（ 

 ○ 入居率     ４１－４％ ＇うち廃止決定24.3%（ 

 
２－入居者の退去を促進する取組 
  廃止決定を行った住宅については、平成１／年 
 ４月から入居者の退去を促進する取組を開始し 
 たものの、厚生労働省から、平成１０年度以降、 
 尐なくとも２年間実施しないこととされ、さらに、 
 平成１２年２月から東日本大震災の被災者に対 
  して、平成１４年２月末まで住宅を一時入居先と 
  して提供したことを踏まえ、更に平成１４年２月 
  末まで実施しないこととされた。 
 
３－住宅の管理等業務 
  住宅の管理等業務については、最低価格落 
 札方式による一般競争入札により受託者を選 
 定。 
 

譲渡等の進捗 今後の取組 

1４％減 

○ 入居者の退去を促進する取組について 
 は、平成１０年度から２年間実施しないことと 
 され、更にその期間が平成１４年２月まで延 
 長されることとなったことから、平成１３年度 
 以降当面は、地方公共団体等への入居者 
 付きでの譲渡及び空戸となった住宅等の売  
 却を促進していくこととしている。 
 
 ０ 地方公共団体に対する雇用促進住宅の  
  取得に係る意向調査の実施 
   全都道府県及び住宅の所在する市区町 
  村に対し、平成１３年３月から譲受けの意 
  向確認調査を実施することにより、需要を 
  掘り起こすこととしている。 
  ＇参考（平成１３年２月末時点で、５７住宅について、 

       地方公共団体から譲り受け意向の表明がある。 

 
 １ 全棟空戸住宅及び更地の売却促進 
   更地については、早期に一般競争入札  
  に付し、全棟空戸住宅については、現状調 
  査後、建物付きでの売却が可能なものは  
  必要な修繕を行った上で一般競争入札に 
  付し、建物付きでの売却が困難なものにつ 
  いては、建物を取り壊して更地にした上で 
  一般競争入札に付す。 
 



雇用促進住宅の最大限活用 
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０８５戸 

 
 

入居戸数 5,034戸 
 
 
 

全入居戸数のうち、 

岩手、宮城、福島に約５割が入居    

都道府県別被災者等入居戸数 都道府県別緊急一時入居戸数 

１７７戸 
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        0 
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１００ ～ １４９ 

１５０ ～ １９９ 
２００ ～ ２９９ 
３００ ～  
 

分 布 図 単位：（件） 

 
 

入居戸数 4,088戸 

雇用促進住宅② 

○雇用・能力開発機構の平成２３事業年度決算後の平成２４年１月１０日に、宿舎等勘定利益剰余金約６３４億円のうち、固定資産や 
 新法人発足当初支払が必要となる最小限の経費、東日本大震災による被災者の受入に伴い平成２３年１０月以降発生する経費等である 
 約２７８億円を除いた残余の約３５６億円を国庫納付した。 

利益剰余金の国庫納付 
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＜実施状況＞ 
◈被災により住宅が被害を受け居住できなくなった方々、 
東京電力福島第一原発に係る自主避難者に対して一時的貸不 

＜実施状況＞ 
◈解雇等により住居を喪失した求職者に対して一時的貸不 

（平成２４年３月末現在） （平成２４年３月末現在） 



評価シート１／ 

自己評価 Ａ  

人事に関する計画 

モチベーションの維持・向上 人事・人員等 



評価の視点 

・必要な人材の確保、人員の適正配置並びに研修の充実による専門性及び意識の向上を図っているか。 

・人件費について、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」＇平成０７年法律第３６ 
  号（等に基づく平成０７年度以降の４年間で４％以上を基本とする削減を、着実に実施しているか。 

・機構の給与水準について検証を行い、これを維持する合理的な理由がない場合には必要な措置を講ずることによ 

 り、給与水準の適正化に速やかに取り組むとともに、その検証結果や取組状況については公表しているか。 

・給与水準が適正に設定されているか＇特に、給与水準が対国家公務員指数０／／を上回る場合にはその適切性を厳      
  格に検証し、給与水準を設定しているか。国の財政支出規模や累積欠損の状況を踏まえて適切な水準となっている 
  か（。 

・国と異なる、又は法人独自の諸手当は、適切であるか。 

・国家公務員の再就職のポストの見直しを図っているか。特に役員ポストの公募や、平成１０年度末までに廃止するよ 
  う指導されている嘱託ポストの廃止等は適切に行われたか。 

・独立行政法人職員の再就職者の非人件費ポストの見直しを図っているか。 

・施設・設備に関する計画の実施状況はどのようなものであったか。 

・旧雇用・能力改発機構から承継した積立金は、宿舎等業務に充てたか。 

・法人の福利厚生費について、法人の事務・事業の公共性、業務運営の効率性及び国民の信頼確保の観点から、必 
 要な見直しが行われているか。 

・法人の業務改善のための具体的なイニシアティブが認められるか。 



人件費削減の取組と人材の有効活用 

  効率的な人員配置  

大幅に業務量が増加する中、機動的な人員の配置により利用者
のニーズに的確に対応 

＜人材の確保＞ 
◆業務移管対応等のため、新たに秋季における採用選 
  考の実施 
◆採用説明会の開催や、面接重視の職員採用試験を 

  実施＇面接、勤務場面を想定したグループでの討議 
  の実施（ 
◆社会のニーズに機動的に対応できる職業能力開発 
   指導員体制を実現するため、民間企業から任期付き 
   雇用を積極的に実施 

＜自己研鑽に対する意識の向上＞ 
◆職員による自主的な学習会の定期実施 
◆E サービス運動への自発的参画、教育訓練・外部セミナー受講の 
  勧奨、社内報＇メルマガ（を通じたノウハウの共有化 

 
地方委託業務の抜本的見直し、総務・企画・経理部 
門の統合による組織・人員の効率化、地域センター 
管理事務の集約化等 

・地方業務の直接実施に伴う業務の企画・管理体制の整備
＇H23.4（ 
・地域センターにおける発達障害者に対する専門的支援の本格 
 実施に伴う体制の強化＇H24.4（ 
・「震災復興訓練」実施のための全国から職業能力開発指導員  
 の応援派遣等スケールメリット等を活かした弾力的な人事配  
 置 

 
 

機構全体としての再配置 

○給与制度改革の着実な実施 
 
 
 
 
 
 

 

人件費削減の取組 

地域センターの一人当たりの業務量を分析し、カウンセラー及び 
リワークカウンセラーの人員の再配置を実施＇H23.4（ 

地域センターにおける再配置 

  人材の確保と研修の充実  

＜職員研修の充実＞ 
◆人事評価制度に係る評価者研修の実施 
◆独立行政法人雇用・能力開発機構からの業務移管を踏まえた、研修 
  体系の整理・充実 
◆カウンセラー職、障害者職業訓練職のための計画的なＯＪＴの実施 
◆職業能力開発職の人材育成システムの方針に基づいた技能・技術研   
   修、階層別研修の実施 

○中期目標による人件費節減 
 

＇18年度から５年間で５％節減（  

 ⇒ １２年度 １１－６％節減 
 

○ラスパイレス指数＇年齢勘案（  107.6 
 

＇国に比べて給与水準が高くなっている定量的な理由（ 
 

 ・大卒以上の者の占める割合が高い 
 ＇参考 ラスパイレス指数＇学歴勘案 （103.6 
 ・全国規模の異動が多く、住居手当を支給される者の占める割合   
  が高い 
        

      
平成24年度に年齢勘案で０／２ポイント程度にするこ
とを目標に、昇給号俸数の抑制等の措置を講じた。 

新規 

新規 

新規 

新規 

新規 

新規 

 ・ 職業訓練指導員手当を０／％から４％に引き下げ＇１２年度～（ 
 ・ 自宅に係る住居手当、転居手当の廃止＇21年度～（  
 ・ 期末・勤勉手当の職位別加算割合の見直し(大部分を引き下げ)(19年度～) 
 ・ 職務手当の定額制への変更(国より概ね低く設定)(19年度～)  
 ・ 昇給幅の細分化(4分割)と昇給抑制(3号俸に抑制)(18年度～) 
 ･ 俸給引下げと賃金カーブのフラット化(平均▲4.8%)(18年度～（ 等 

新規 



人件費削減の一方で、職員のモラールの維持・向上を図り利用者本位のサービスを提供 

モチベーションの維持・向上等のための取組 

 
 

利用者の視点に立ったサービスの向上 

モニター制度の実施 

国民の皆様の声の集計・公表 

 ○本部、施設へのご意見箱の設置などによ り、
当機構に寄せられた国民の皆様の声を取りまと
め、業務運営・改善の参考とするとともに、更なる
利用者サービスの向上に役立てることを目的とし
て公表。 

 

○機構の業務運営の参考となる意見等を広く募
集し、業務運営の改善につなげるため、モニ
ター制度を実施 

○経営トップ＇理事長（から、理事会、部長会
議、施設長会議、社内報等あらゆる場を活用し
てミッションの浸透、利用者本位のサービス提
供の徹底を図るとともに、全国の施設に経営
トップが直接出向いて意見交換、指導を実施 

経営トップのイニシアティブ 

職員全員参加の職場活性化 

E サービス運動の推進 

○全職員による運動の展開            
○推奨テーマの設定 
○全国で計73件の実施  
○優れた取組＇計11件（を表彰、周知 

 

●利用者サービスを向上した取組 
 受付の環境整備、職員の接遇意識の高揚によ
り、「利用者が声をかけやすい事務所づくり」を実
現し、利用者サービスの向上につなげた。 
 ＇東京障害者職業センター多摩支所（ 
 

表彰事例  

表彰事例の発表  

内部統制の向上 

○コンプライアンスを担当する総務部と、コンプライ 
 アンスに関する厳正な監査をする内部監査室に     
  よる１元構造のコンプライアンス体制の下、内部 
  監査をさらに拡大して実施 

 ・平成23年度は本部及び39施設＇高障施設25所、能開施   
   設14所（を対象として内部監査を実施 

内部監査の的確な実施 

『行動規範』の策定 

○新機構の発足を契機に『行動規範』を策定、 
  カードサイズの印刷物にして全役職員に携帯 
    

コンプライアンス推進への更なる取組 

○推進計画を策定 
○職員研修の実施 
○各部・施設等の取組状況の点検、全役職員を対象  
  とした認識度調査を実施 

リスク管理への新たな取組  

○リスク管理委員会の開催 
○理事長ヒアリングの実施 
○個人情報漏えいに関するリスク対応方針の策定 

公益通報処理体制の構築  

○公益通報窓口＇ＪＥＥＤホットライン（を設置し、本
部・施設における通報事案を処理 

表彰式  

課題テーマ 
○「生涯現役社会の実現に向けた高齢者雇用支援策」 
○「精神障害者の雇用促進、職場適応及び職場復帰を 
 進めるための雇用支援策」 
○｢見やすく分かりやすいホームページづくり｣  

本部受付の 

手作り「ご意見箱」 


